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１．は じ め に
筆者は，かつてタイに所在する日系企業における管理会計システムに関する
実態調査を実施した。その成果は，拙著およびその他の論文において公表して
いるとおりである。１）しかし，統計的な処理がやや不完全な点があったため，本
稿では，同じデータを用いて，異なった統計処理を行うことにより，これまで
に得られた結論について，新たな解釈を加えようというものである。データが
やや古いため，必ずしも現在の状況を反映したものではないが，何らかの示唆
が得られるものと考える。
２．意思決定の現地化
在外日系企業における経営の現地化については，様々な要因が関係している
と思われるが，その中でも「経過年数」（時間）について検証を行うこととす
る。安保教授の提唱した「ハイブリッド・モデル」においては，マネジメント
のサブシステムにおいて，時間の経過とともに日本的なシステムの適用が起こ
るものと現地式のシステムへの適応が進むものが並存しているという事実を明
らかにした。
このように時間の経過によりマネジメント・システムが変化するという事実
をさらに深く検証する必要があると考える。
１）中川［２００４］，中川［１９９９－a］，［１９９９－b］など
また，安保［１９９７］においては，在米企業における適用度および適応度の４
年間の変化について検討されているが，さらに在欧日系企業および在アジア日
系企業との比較も行われている。
ここでは，地域による適用度に関する差異の存在が示唆されているが，地域
間に差異が存在するのかどうかということを確認することも重要な課題である
と考えられる。しかし，地域間比較は，本稿の対象外とする。
まず，はじめに現地化の中でも特に「人の現地化」について検討する。
「人の現地化」は，日本企業にとっての長年の課題であると言われている。
従来から「未熟な国際化」として指摘されてきたように，日系企業は長期にわ
たって日本人が現地法人のトップの位置を占めてきた。しかしながら，現地に
おいて経営を展開していく上でいつまでも日本人がマネジメントの主要な位置
を独占して，日本本社の方を見て現地経営を行うというスタイルを維持できな
いようになってきていると言われている。
すなわち，人事管理の面からは，現地人の採用は現地人マネジャーの方が現
地人の特性や採用活動などの面で，日本人よりも有利であると思われる。した
がって，人事関係の現地化が他の職能の現地化よりもいち早く進展してきた。
さらに，現地の市場ニーズの把握，原材料の現地調達などの活動もやはり日
本人よりも，現地の事情に詳しい現地人のほうが望ましい。また，いつまでも
トップ・マネジメントを日本人だけが占めていると優秀な現地人スタッフが日
系企業ではトップになれないことがわかって，スピンオフしてしまい優秀な人
材の確保が難しくなることも考えられる。
その一方，日本本社の立場からは，本社の戦略と海外子会社の戦略との整合
性が必要となる。このため，特に日系企業においては，日本本社とのコミュニ
ケーションが重視されるため，現地人をトップに据えることについては，適切
な人材の確保が困難なために見送られている傾向がある。したがって，トップ
は日本人のままであったとしても，職位が下位になるにしたがって現地人の比
率は高くなることが考えられる。
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仮説１：操業年数の長い企業は，現地化が進んでいる。
この仮説をさらに具体的なレベルに落とし込むと以下のようになる。
仮説１－１：操業年数の長い企業は，人の現地化が進んでいる。
仮説１－２：操業年数の長い企業は，意思決定の現地化が進んでいる。
３．仮 説 の 検 証
１）データの収集
分析に使用したデータは，郵送質問票により収集した。質問票は，１９９８年
３月中旬にタイに所在する日系企業（製造業）約２００社に対して送付された。
調査対象の選定は，バンコク日本人商工会議所発行の「会員名簿」の中から製
造業のうち，タイへの進出業種の主要産業である電気，機械，化学を中心とす
る業種とした。これは，１９９７年夏のタイ・バーツの暴落を契機とした一連の
経済危機の影響が最も深刻である，と考えられた輸送用機器（特に自動車）は，
意図的に調査対象からはずしている。そして，調査対象として２００社を選定し
た。しかし，調査対象の中に製造活動を行っていないもの，また転居先不明で
返送されてきたもの等があったため，調査対象の母数は１９０社となった。
質問票は１９９８年４月末日を回収期限としていたが，回収状況が悪かったた
め督促を行い，５４社からの有効回答を得たが，そのうち１社はタイで製造を
行っておらず，また，別の１社は日本に本社を持たず現地で日本人が設立した
会社であったため，対象から除くこととした。したがって，有効回答会社数は
５２社ということになった。回収率は約２８％であった。
２）回答企業の概要
回答企業に関する企業の基礎データは，第１表のとおりである。また，回答
企業の業種ごとの数および構成比は第２表のとおりである。なお，調査時点で
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ある１９９８年３月は，１９９７年夏に起こったタイの通貨危機の影響が大きいと思
われた業種（輸送用機器）を調査対象から除いたために，若干の業種の偏りが
存在するが，タイに進出している製造業の主要な業種はカバーできていると思
われる。２）
２）日本貿易振興会が１９９６年１１月から１９９７年１月にかけて行ったアンケート調査におい
ては，回答企業の業種で多い順に，電子・電気機器，輸送用機器，金属製品，化学・医薬
品，繊維となっている。
資本金 従業員数 日本人従業員数
平 均 値 ２３９，５６４．２バーツ ７１１．４人 ８．６３人
標準偏差 ２９５，１５７．９ ７６３．２４ ８．３９
最 大 値 １，３００，０００バーツ ３，４００ ４８
最 小 値 ８，０００バーツ ３５ １
業 種 回答数 構成比
食 品 ０ ０．０％
製 紙 ０ ０．０％
ガラス・ゴム窯業 １ １．９％
機 械 １１ ２１．２％
化 学 １２ ２３．１％
輸送用機器 １ １．９％
鉄鋼・金属 ２ ３．８％
精密機械 ２ ３．８％
電機電子 ２１ ４０．４％
その他 ２ ３．８％
合 計 ５２ １００．０％
第１表 回答企業の概要
第２表 回答企業の産業分布
６８ 松山大学論集 第２３巻 第３号
相関係数
経過年数 出荷先国内
経過年数 Pearsonの相関係数 １ ．３４６＊＊
有意確率（両側） ．０１６
N ４９ ４８
出荷先国内 Pearsonの相関係数 ．３４６＊ １
有意確率（両側） ．０１６
N ４８ ５１
第３表 経過年数と国内出荷比率の相関
＊＊＝５％水準で有意
仮説の検証に入る前に，現地化に関して経過年数以外の要因が関係していな
いかを確認する必要がある。仮に，該当する変数が確認された場合には，その
変数をコントロールする必要が生じるからである。
そこで，企業規模と現地化に関する相関を確認した。企業規模に関する変数
として，資本金，従業員数，売上高等の変数を選択し，現地化に関わる変数と
して，人の現地化および意思決定の現地化に関する変数を選択した。この結
果，従業員数と現地化に関する変数において，一部有意な相関関係が確認され
た。このため，従業員数をコントロール変数として組み入れることとした。
また，経過年数との相関が確認されたものとして，国内出荷比率がある。第
３表に示されているように，経過年数と，国内出荷比率の間には，５％水準で
有意な相関関係が確認された。
そこで，従業員数に加えて，国内出荷比率もコントロール変数に加えて分析
を行う。
まず，仮説１について，検証してみよう。
社長については，日本人，現地人，その他という選択肢しかないので，０＝
日本人，１＝現地人およびその他というダミー変数を与えた。副社長および部
長に関しては，それぞれ１＝すべて日本人，７＝すべて現地人という７ポイン
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相関係数
制御変数 経過年数 社長国籍 副社長国籍 部長国籍
従業員数＆
出荷先国内
経過年数 相関 １．０００ ．５０７＊＊＊ ．１９２ ．３５８＊＊
有意確率（両側） ． ．００２ ．２７０ ．０３５
df ０ ３３ ３３ ３３
第４表 在タイ企業における経過年数と人の現地化
＊＊＊＝１％以下水準で有意
＊＊＝５％以下水準で有意
トスケールで質問しているので，７ポイントのスコアをそのまま利用した。経
過年数については，操業開始年数からアンケート回収時点までの経過年数をそ
のまま利用した。経過年数は実際の年数である。
人の現地化に関しては，在タイ企業においては，副社長レベルを除いて，経
過年数の長い企業ほど，社長に関しては現地人，部長レベルにおいては，現地
人の比率が高くなる傾向が実証されている。
在タイ日系企業における経過年数と計画に関する意思決定についての分析結
果については，第５表のとおりである。
ここでは，長期計画，短期利益計画，新製品開発計画の３つの計画機能が，
日本本社によりどの程度調整されるのかについての質問に基づいて分析を行っ
ている。１＝全く調整されない，７＝ほとんど調整される，の７ポイントスケ
ールで質問している。したがって，スコアが小さいほど計画機能に関する意思
決定の現地化がなされているということになる。
第５表の結果からは，在タイ企業において経過年数と計画機能に関する意思
決定の現地化に関して，相関関係は確認できない。しかし，長期経営計画，短
期利益計画，新製品開発計画の相互の間に関しては，強い相関関係が見られる。
次に，販売活動について，経過年数との関係を検証することとする。
まず，経過年数と販売に関する意思決定の現地化についてである。販売に関
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する意思決定は，販売価格の決定と販売先の決定であり，いずれも１＝すべて
日本本社で決定，７＝すべて現地法人で決定の７ポイントスケールで質問をし
ている。したがって，スコアが大きいほど決定の現地化が進んでいるというこ
とになる。
経過年数とこれらの意思決定との相関関係についての分析は，第６表のとお
りである。
第６表の結果からは，在タイ企業においては，経過年数と販売先の決定およ
び販売価格の決定については，有意な相関関係は認められなかった。しかし，
販売先の決定と販売価格の決定には強い相関が確認された。このことは，販売
先の決定が現地化されていれば，販売価格の決定が現地化されているという結
果になる。
次に，製品企画，基本設計，詳細設計という上流工程の意思決定の現地化と
経過年数の関係を検証することにする。ここでは，それぞれの決定について１
相関係数
制御変数 経過年数 長期計画 短期計画 開発計画
従業員数＆
出荷先国内
経過年数 相関 １．０００ ．１８８ ．１７８ ．１８７
有意確率（両側） ． ．２４０ ．２６５ ．２４２
df ０ ３９ ３９ ３９
長期計画 相関 ．１８８ １．０００ ．６８９ ．４２８
有意確率（両側） ．２４０ ． ．０００ ．００５
df ３９ ０ ３９ ３９
短期計画 相関 ．１７８ ．６８９ １．０００ ．４５９
有意確率（両側） ．２６５ ．０００ ． ．００３
df ３９ ３９ ０ ３９
開発計画 相関 ．１８７ ．４２８ ．４５９ １．０００
有意確率（両側） ．２４２ ．００５ ．００３ ．
df ３９ ３９ ３９ ０
第５表 経過年数と計画機能の相関
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＝すべて日本本社で決定，７＝すべて現地法人で決定の７ポイントスケールで
回答するように，質問している。したがって，スコアの大きいほど現地化が進
展していることになる。検証の結果は，第７表のとおりである。
第７表の結果からは，経過年数と開発・設計機能の現地化との間には，有意
相関係数
制御変数 経過年数 販売先決定 販売価格決定
従業員数＆
出荷先国内
経過年数 相関 １．０００ ．０２６ ．１６５
有意確率（両側） ． ．８６６ ．２８６
df ０ ４２ ４２
販売先決定 相関 ．０２６ １．０００ ．６１３
有意確率（両側） ．８６６ ． ．０００
df ４２ ０ ４２
販売価格決定 相関 ．１６５ ．６１３ １．０００
有意確率（両側） ．２８６ ．０００ ．
df ４２ ４２ ０
相関係数
制御変数 経過年数 製品企画 基本設計 詳細設計
従業員数＆
出荷先国内
経過年数 相関 １．０００ ．１６４ ．１６７ ．１３７
有意確率（両側） ． ．２９９ ．２９１ ．３８８
df ０ ４０ ４０ ４０
製品企画 相関 ．１６４ １．０００ ．７０８ ．５４７
有意確率（両側） ．２９９ ． ．０００ ．０００
df ４０ ０ ４０ ４０
基本設計 相関 ．１６７ ．７０８ １．０００ ．７９０
有意確率（両側） ．２９１ ．０００ ． ．０００
df ４０ ４０ ０ ４０
詳細設計 相関 ．１３７ ．５４７ ．７９０ １．０００
有意確率（両側） ．３８８ ．０００ ．０００ ．
df ４０ ４０ ４０ ０
第６表 経過年数と販売関連の意思決定
第７表 経過年数と開発・設計関連の現地化
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な相関関係は確認できなかった。その一方で，製品企画，基本設計，詳細設計
の相互間の相関は，非常に強いことが明らかとなった。これも販売関連の意思
決定と同様に，それぞれの職能に関してすべて現地化している企業とすべて現
地化していない企業とに分かれている可能性がある。
４．在外日系企業における研究開発
１）研究開発と現地化
研究開発活動は，日系企業において意思決定の現地化が最も遅れた部分であ
ると言われている。これは，在外日系企業は，操業開始当初から製品開発から
生産までを一貫して行うことは稀である。したがって，当初は原材料・部品を
日本から輸入して組立のみを行う「ノックダウン方式」から，次第に現地にお
ける部品調達を拡大していくというのが一般的である。このように川下から川
上へと現地法人の業務が拡大するにつれて，意思決定の現地化も拡大するとい
うのがよく見られる，現地生産および意思決定の現地化のプロセスである。
このような現状を考えると研究開発の現地化が最も遅くなるというのは，合
理性がある。しかし，理想的には，現地市場のニーズを把握して，そのニーズ
に適合した製品を開発するためには，やはり現地法人に研究開発の機能を持た
せるべきである。特に欧米のように市場が洗練化，成熟化した地域ではなおさ
らである。
しかし，日系企業の場合には，以下の理由により研究開発の現地化が進まな
いと考えられる。１つは研究開発拠点が分散することによる非効率性である。
研究開発拠点を進出国別に持つことは，世界的に見れば研究開発機能の重複と
なる。もちろん，製品供給地の近くで研究開発を行えば，市場のニーズに適合
した製品開発を行いやすいというメリットもあるが，現状ではこのメリットよ
りも重複のコストが大きいと考えていると思われる。２つ目には，各国別にあ
るいは地域別に製品が開発されることにより，日本企業としての製品コンセプ
トが希薄になるということである。世界的なブランドイメージ戦略を考えたと
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きに，あまりにもローカルな市場にニーズに重点を置きすぎると，企業全体と
して製品イメージが拡散するという可能性がある。３つ目は日本企業の行動が
本社中心主義であるということである。「未熟な国際化」という指摘がなされ
て久しいが，依然として現地法人への意思決定権限の委譲が進んでいないとい
う指摘がある。
このような状況から，研究開発のコアの部分を日本本社で行い，詳細設計な
どの下流工程を現地で行うという「棲み分け」が多くの日系企業で行われてい
る。特に情報ネットワーク技術の進展により，CADなどの設計データを現地
法人と日本本社間でやりとりすることで，このような役割分担がより効率的に
行える環境が整備されてきたとも言える。このような棲み分けは，本社主導の
研究開発と現地の市場ニーズの把握という両方のメリットを生かそうという考
え方に基づいていると言える。
２）研究開発費とロイヤルティ
前項で述べたように在外日系企業における研究開発活動が限定的であるなら
ば，現地法人における研究開発費の支出も限定的となる。したがって，研究開
発活動は，日本本社が現地法人に代わって行うということになる。そこで，日
本本社としてはこの日本における研究開発活動についての費用負担を求めるこ
とになる。これが現地法人から本社に対して支払われるロイヤルティである。
ロイヤルティは，研究開発費を含む本社費の配賦分，技術指導料等の形態で現
地法人から本社に対して支払われる。もちろん，かつては，このロイヤルティ
が過剰に積算されて現地法人から本社への利益移転と見なされていたが，移転
価格税制の整備によりこのような形態では利益移転は不可能になっている。
したがって，現地における研究開発機能が少ないすなわち，研究開発費の支
出の少ない現地法人ほどロイヤルティを多く支払っていると考えられる。この
ように現地法人における研究開発費の支出とロイヤルティの支払いについては
トレードオフの関係が存在すると考えられる。
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５．研究開発に関するアンケート調査に基づく実証
前節で検討した研究開発活動に関する状況を検証するために以下の仮説を設
定する。
仮説２：経過年数の長い企業ほど研究開発職能が現地化している。
研究開発機能の移転が現地法人にとっては最も困難である。しかし，市場ニ
ーズを反映した製品の開発やローカルコンテンツ規制のクリアを考慮すれば，
研究開発機能をある程度現地法人は持つ必要性がある。そこで，現地における
操業年数が長くなるにつれて，研究開発機能が現地法人に移転されると考えら
れる。また，研究開発職能が現地に移転されるにつれて，現地法人における研
究開発費の支出の割合が高くなると考えられる。ただし，研究開発機能を現地
化することに対する要請は，地域ごとにことなることが推察される。
仮説３：研究開発費の支出の多い企業ほどロイヤルティの支払いが少ない。
研究開発費とロイヤルティの支払いの間に前述のようなトレードオフの関係
が存在するならば，研究開発費とロイヤルティは代替的な関係が存在する。こ
のため，研究開発費の支出が多いほど，ロイヤルティが少なくなることが考え
られる。
１）仮説の検証
研究開発活動の裏付けとして，売上高に対する研究開発費の比率を代理変数
として検証を行うこととする。日本本社に対してロイヤルティを支払っている
場合には，売上高に対するロイヤルティの比率を回答するようになっているの
で，このデータをそのまま利用した。
結果は，第８表のとおりである。
第８表の結果からは，経過年数と研究開発費の比率には，有意な相関関係は
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確認できなかった。また，研究開発費とロイヤルティの間にはトレードオフの
関係はみられない。
６．追加的な分析：日本本社の影響力
これまで行った分析の結果からは，仮説１は，人の現地化を除いて支持され
なかった。また，仮説２および３についても仮説は支持されなかった。そこで，
今までの分析結果から，人の現地化を除く結果からは，それぞれの職能につい
て，例えば，長期経営計画の現地化の程度と，短期利益計画および新製品開発
計画の現地化の程度との相関は高くなっている。この現象は，販売先の決定と
販売価格の決定，製品開発職能においても見られる。
このような結果から考えると，現地化の程度の高い企業は，すべての職能に
わたって現地化がなされており，逆に現地化の程度の低い企業は，すべての職
能にわたって現地化の程度が低いということになる。
そこで，計画機能における日本本社の関与の程度，具体的には先ほど分析を
行った，長期経営計画，短期利益計画，新製品開発計画が，日本本社によって
調整される程度，すなわち調整の程度が高いということは，日本本社による現
地法人に対する影響力が強く，調整の程度が低いということは，日本本社によ
相関係数
制御変数 経過年数 研究開発費比率 ロイヤルティ比率
従業員数＆
出荷先国内
経過年数 相関 １．０００ ．２８０ ．１１８
有意確率（両側） ． ．１２８ ．５２９
df ０ ２９ ２９
研究開発費比率 相関 ．２８０ １．０００ －．０２４
有意確率（両側） ．１２８ ． ．８９８
df ２９ ０ ２９
ロイヤリティ比率 相関 ．１１８ －．０２４ １．０００
有意確率（両側） ．５２９ ．８９８ ．
df ２９ ２９ ０
第８表 在タイ企業における経過年数と研究開発
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相関係数
制御変数 影 響 力 社長国籍 副社長国籍 部長国籍
出荷先国内 影響力 相関 １．０００ ．０９８ ．０２２ ．０４４
有意確率（両側） ． ．５４７ ．８９３ ．７８８
df ０ ３８ ３８ ３８
第９表 影響力と人の現地化
る現地法人に対する影響力が弱いということになる。
したがって，日本本社の影響力によりすべての職能の現地が影響を受けてい
るのかということについて，追加的な検証を行うことにする。
まず，長期経営計画，短期利益計画，新製品開発計画の３つの計画機能につ
いてのスコアを合計して合成変数を作り，これを影響力と名づけて，この影響
力とその他の職能について相関の程度を検証することとする。３）ただし，影響力
の変数は，国内出荷比率と強い相関関係が確認されたため，４）国内出荷比率をコ
ントロール変数として，偏相関係数を求めた。結果は第９表～１２表のとおり
である。
第９表からもわかるように，日本本社の影響力と人の現地化に関しては，社
長，副社長クラス，部長クラスのいずれにおいても，有意な相関関係は確認さ
れなかった。
また，第１０表からは，日本本社の影響力と販売関連の意思決定との間には，
有意な負の相関関係が存在する。したがって，日本本社の影響力が大きいほ
ど，販売関連の意思決定が現地化されていないことが明らかとなった。
第１１表からは，製品企画と基本設計の現地化と日本本社の影響力の間に有
意な負の相関関係が確認された。
３）合成変数を作成した時に，合成変数としての妥当性を検証するためにクローンバックの
α 値を求めた。結果は，０．８６２５であった。信頼性の基準と言われている０．７を上回ってい
るので，合成変数としての影響力変数には信頼性があると考えられる。
４）相関係数＝－０．６４１，p＝０．００
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第１２表からは，日本本社の影響力と研究開発費率およびロイヤルティ比率
との間に有意な相関関係は確認されなかった。
以上の結果から判断すると，人の現地化および研究開発費関連を除いて，日
相関係数
制御変数 影 響 力 販売先決定 販売価格決定
出荷先国内 影響力 相関 １．０００ －．５１４＊＊＊ －．４３８＊＊＊
有意確率（両側） ． ．０００ ．００２
df ０ ４７ ４７
販売先決定 相関 －．５１４ １．０００ ．６１２
有意確率（両側） ．０００ ． ．０００
df ４７ ０ ４７
販売価格決定 相関 －．４３８ ．６１２ １．０００
有意確率（両側） ．００２ ．０００ ．
df ４７ ４７ ０
相関係数
制御変数 影 響 力 製品企画 基本設計 詳細設計
出荷先国内 影響力 相関 １．０００ －．４３６＊＊＊ －．３２０＊＊ －．２０５
有意確率（両側） ． ．００２ ．０２８ ．１６８
df ０ ４５ ４５ ４５
相関係数
制御変数 影 響 力 研究開発費比率 ロイヤルティ比率
出荷先国内 影響力 相関 １．０００ －．０７１ －．１２５
有意確率（両側） ． ．６８８ ．４８２
df ０ ３２ ３２
第１０表 影響力と販売関連の意思決定
＊＊＊＝１％以下水準で有意
第１１表 日本本社の影響力と製品開発関連の意思決定
＊＊＊＝１％以下水準で有意
＊＊＝５％以下水準で有意
第１２表 影響力と研究開発費・ロイヤルティ
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本本社の影響力が意思決定の現地化に関係していることを検証することができ
た。
７．むすびに代えて
前節までで，より厳密な統計手法を適用することにより，過去の研究を補充
してきたが，得られた結論は，大きく変わるものではなかった。しかし，経過
年数と日本本社の影響力に関して，在タイ日系企業における管理会計システム
との関連性をより精緻化した形で明らかにできたものと思われる。分析結果か
らは，経年的な現地適応よりもむしろ，日本本社によるコントロールの影響が
大きいことが明らかとなった。しかし，人の現地化だけは経年的に進行するこ
とが明らかとなった。全体的には依然として日本本社が主導する経営が行われ
ていたことが確認できた。本年１０月のタイにおける洪水被害が現地の日系企
業のみならず，国内企業にも大きな影響を与えていることからも，進出先とし
てのタイは，調査当時よりも重みを増していると思われる。再びの現地調査に
ついては，他日を期したい。
（本稿は，平成２３年度科学研究費基盤（B）「海外現地マネジメントのための管理会計
システムの設計と運用に関する研究（課題番号２３３３０１５０）」による成果の一部である。）
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